
2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025

要支援・要介護認定者数（要介護度別）B3-a 人 見える化・時系列（比較地域と比較）（各年度年報） 2,808.0 2,786.0 2,848.0 2,847.0 2,794.0 47,608.0 47,015.0 46,961.0 46,603.0 46,440.0 6,765,995.0 6,814,344.0 6,952,265.0 7,075,896.0 7,225,575.0 11,858.0 11,647.0 11,781.0 11,686.0 11,728.0 

要支援・要介護認定者数（要
介護度別）※第2号被保険者
を含む

B3-b 人
見える化・時系列（比較地域と比較）
（各年度年報）

2,842.0 2,820.0 2,883.0 2,880.0 2,825.0 48,194.0 47,608.0 47,534.0 47,118.0 46,962.0 6,895,735.0 6,944,377.0 7,083,236.0 7,207,487.0 7,359,234.0 12,013.0 11,801.0 11,943.0 11,827.0 11,868.0 

認定率 B4-a ％ 見える化・時系列（各年度年報） 20.3 20.4 20.9 21.2 21.0 20.8 20.7 20.8 20.8 20.8 18.9 19.0 19.4 19.7 20.2 19.9 19.6 19.8 19.7 19.8 

調整済み認定率（要介護度
別）※第2号被保険者を含む

B4-b ％
見える化・時系列（比較地域と比較）
（各年度年報）

20.5 20.6 21.2 21.4 21.3 21.0 20.9 21.0 21.0 21.1 19.2 19.4 19.7 20.1 20.5 20.2 19.8 20.1 20.0 20.0 

調整済み認定率 B5-a ％ 見える化・時系列（比較地域と比較）（各年度年報） 15.6 15.3 15.6 15.8 15.7 15.9 15.6 15.5 15.5 15.6 16.6 16.3 16.4 16.5 16.7 16.0 15.5 15.5 15.4 15.4 

調整済み認定率（要介護３～
５）

B6-a ％
見える化・時系列（比較地域と比較）
（各年度年報）

4.6 4.5 4.4 4.3 4.4 5.1 5.0 4.9 4.8 4.8 5.6 5.5 5.5 5.4 5.4 5.0 4.8 5.0 4.9 4.9 

調整済み認定率（要支援１～要介護２）B6-b ％ 見える化・時系列（比較地域と比較）（各年度年報） 10.9 10.8 11.2 11.5 11.3 10.8 10.6 10.6 10.7 10.8 11.0 10.8 10.9 11.1 11.3 11.0 10.7 10.6 10.6 10.5 

2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025

受給率（施設サ－ビス） D2 ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

3.9 3.9 4.0 4.1 4.2 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 2.8 2.8 2.9 2.9 2.9 3.0 3.0 3.1 3.1 3.0 

要支援・要介護者1人あたり
定員（施設サ－ビス別）

D28 人
見える化・時系列
（介護サービス情報公表システムおよび各年度
月報）

0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 

要支援・要介護者1人あたり
定員（居住系サ－ビス別）

D29 人
見える化・時系列
（介護サービス情報公表システムおよび各年度
月報）

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

受給率（居住系サ－ビス） D3 ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

1.4 1.4 1.6 1.7 1.9 1.7 1.7 1.7 1.7 1.8 1.3 1.3 1.4 1.4 1.4 1.7 1.7 1.6 1.7 1.7 

要支援・要介護者1人あたり
定員（通所系サ－ビス別）

D30 人
見える化・時系列
（介護サービス情報公表システムおよび各年度
月報）

0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 

受給率（訪問介護） D32-a ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

1.1 1.2 1.3 1.4 1.3 2.6 2.6 2.6 2.5 2.5 2.9 2.9 2.9 3.0 3.0 3.2 3.1 3.1 3.1 3.1 

受給率（訪問入浴介護） D32-b ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.0 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

受給率（訪問看護） D32-c ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

1.1 1.3 1.3 1.2 1.2 1.8 1.9 1.9 2.0 2.1 1.8 1.9 2.0 2.2 2.4 2.5 2.4 2.4 2.6 2.8 

受給率（訪問リハビリテーショ
ン）

D32-d ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.8 0.8 0.9 0.9 1.0 0.8 0.8 0.8 0.9 0.9 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.6 0.6 0.7 0.7 0.8 

受給率（居宅療養管理指導） D32-e ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.6 0.8 0.8 0.8 0.9 1.6 1.7 1.7 1.8 1.9 2.6 2.7 2.9 3.2 3.4 2.1 2.1 2.2 2.3 2.5 

受給率（通所介護） D32-f ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

2.7 2.7 2.6 2.7 2.5 3.3 3.2 3.1 3.0 3.0 3.1 3.1 3.2 3.3 3.3 2.9 2.8 2.7 2.6 2.5 

受給率（通所リハビリテーショ
ン）

D32-g ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

2.4 2.3 2.4 2.4 2.4 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.6 1.6 1.6 1.7 1.7 1.5 1.4 1.5 1.5 1.5 

受給率（短期入所生活介護） D32-h ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.9 0.9 1.0 1.0 0.9 1.1 1.0 1.1 1.1 1.1 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.7 

受給率（短期入所療養介護） D32-i ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1 

受給率（福祉用具貸与） D32-j ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

7.6 8.0 8.1 8.2 8.0 8.6 8.9 8.9 9.0 9.2 6.9 7.1 7.3 7.5 7.8 8.6 8.9 9.0 9.2 9.4 

受給率（定期巡回・随時対応
型訪問介護看護）

D32-k ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

受給率（夜間対応型訪問介
護）

D32-l ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3 

受給率（認知症対応型通所介
護）

D32-m ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.3 0.2 0.2 0.2 0.1 

受給率（小規模多機能型居宅
介護）

D32-n ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.7 0.7 0.6 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 

受給率（看護小規模多機能型
居宅介護）

D32-o ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

受給率（地域密着型通所介
護）

D32-s ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

1.2 1.2 1.3 1.2 0.9 1.6 1.7 1.7 1.6 1.7 1.1 1.1 1.2 1.2 1.2 1.6 1.6 1.5 1.4 1.5 

受給率（在宅サ－ビス） D4 ％
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

10.6 10.8 10.9 11.1 10.9 11.8 12.0 11.9 11.9 12.0 10.2 10.4 10.5 10.8 11.0 11.7 11.7 11.7 11.8 11.9 

データの値
自地域 比較地域

島根県 安来市 島根県 松江市

全国平均等との比較 全国平均等との乖離について理由・問題点等の考察　（仮説の設定） 設定した仮説の確認・検証方法 問題を解決するための対応策　（理想像でも可）
全国平均と比較して
　認定率は、約1％高い。
　調整済み認定率は約1％低い。
　重度認定率は、約1％低い。
　軽度認定率は。全国平均とほぼ同じ。
島根県平均と比較して
　認定率は、同程度～若干高くなっている。
　調整済み認定率はほぼ同じ。
　重度認定率は、若干低い。
　軽度認定率は、若干高くなっている。

全国平均との差
認定率の差は高齢者全体のうち、後期高齢者の割合が高い
ためではないか。
重度認定率が低いのは、軽度のうちから一般介護予防事業
や在宅サービス等を利用して、重症化を一定程度防いでいる
のではないか。

前期・後期高齢者割合より、後期高齢者の割合を比較。
R5年、全国56.2%、安来市59.1%
R6年、全国57.7%、安来市60.7%
R7年、全国59.0%、安来市62.1%
全国と比較して、安来市の後期高齢者の割合は約3.0％高くなっている。よって、認定率としては全国平均より高くなる
ことが考えられる。

重度認定率の低さについては、
        在宅サービス受給率（％）       在宅サービス利用率（％）
　　　    　全国　  　  　 安来市　　　        全国　 　　    安来市　　
　      支援1 支援2　支援1 支援2    支援1 支援2  　支援1 支援2
R5年   0.9 　 1.4       　1.7     1.7       31.7　 50.5      47.5    63.2
R6年   0.9 　 1.4    　   1.8     1.9       32.1 　51.3      46.1    64.2
R7年   1.0 　 1.5    　   2.0     2.0       33.3 　52.4      51.3    66.9

要介護認定率（７５歳以上）
　　　　　　全国　　　　　　　　　　　　　　　
　 　  支援1　支援2　介護1　介護2　介護3　介護4　介護5
R5年　4.5%　  4.3%　  6.5%　  5.2% 　  4.1%  　 4.0% 　  2.5%
R6年　4.6%　  4.4%　  6.5%　  5.2%　   4.0%  　 3.9%　   2.4%
R7年　4.6%　  4.4% 　 6.6%　  5.2%  　 4.0%  　 3.9%　   2.4%
　　　　　　安来市
R5年　5.5% 　 4.2%　  8.4% 　 4.6%   　3.8%   　3.8%   　2.2%
R6年　5.7%　  4.3%　  8.2%　  4.6% 　  3.6%　   3.7%　   2.1%
R7年　5.9%　  4.3%  　7.4% 　 4.5%   　3.8%   　3.4%   　1.9%

要介護度の低い支援１、２について、在宅サービス受給率と在宅サービス利用率の両方で、全国平均を上回っている。
また、認定率については要支援１～要介護１は安来市の割合が高く、要介護２～５は、全国平均の割合が高い。
よって、要介護度の低いうちからサービスを受けて、介護度が上がることを一定程度防ぐことができているのではない
かと思われる。

引き続き、介護予防ケアマネジメント及び、一般介護予防事業の推進等により、重度化防止の対策に努める。
また、適正な認定が行われるよう働きかけを行い、審査委員や認定調査員の研修等を行う。

自由記述

調整済み認定率の要介護３～５について、平均より下回っていることは、介護予防、フレイル予防、日常生活支援等の各種取り組みが功をそうしているのではないかと思われる。

全国平均等との比較 全国平均等との乖離について理由・問題点等の考察　（仮説の設定） 設定した仮説の確認・検証方法 問題を解決するための対応策　（理想像でも可）
施設サービスの受給率は、全国平均より１％
程度高い。島根県と比較しても0.5%程度高い。

居住系サービスについては、全国平均より
0.5％程度高く、県平均と大きく変わりがなかっ
た。

在宅サービスの受給率は、全国平均と比較し
てほぼ同じであるが、県平均と比べると１％程
度少ない。

訪問介護・訪問看護については、全国や県の
平均より1～1.5％低くなっている。

施設サービスについては、認定者に対する施設サービス定
員数が全国平均より高くなっていると考えられる。そのため、
施設利用者の割合も多くなっていると考えられる。
また、高齢者世帯の割合が多いため、家庭で介護が対応で
きない場合や、その他訪問看護や訪問介護で対応できず施
設へ入ることが多くなるのではないかと思われる。

在宅サービスについては、訪問リハビリテーションや通所リハ
ビリテーションは、全国や島根県より受給率が高く、リハキリ
の意識が高いのではないかと考えられる。
一方、訪問介護や訪問看護は受給率が低く、サービスが利
用できないあるいは頻回に利用できない状況があるのではな
いかと考えられる。

訪問介護サービスについては、全国・島根県平均よりも受給
率が低く、事業所及び人員の不足が考えられる。

Ｒ７施設サービス事業所数（人口10万人に対する）
　　　　　　　　　　　　　　            　　安来市　 島根県　 全　国　　
介護老人福祉施設               　    11.4       14.0        6.9
介護老人保健施設            　         5.7         5.0        3.4
介護医療院                        　        8.5         2.2        0.8
地域密着型介護老人福祉施設     5.7         3.6        2.1
入居者生活介護
施設サービスについては、どのサービスも全国、島根県より事業所数は多く、特に介護医療院については全国の10倍
以上の数となっている。介護認定者一人あたりの定員数も、全国や島根県の値より高くなっている。

高齢者のいる世帯の割合（％）
　　   　 安来市　 島根県　 全　国　　
H28年  　64.1       52.1  　　 40.7
H30年  　64.0       51.9   　　40.7
R  2年  　63.8       52.8  　　 40.7
高齢者が世帯にいる割合は、県より約10％、全国より20％以上高くなっている。

訪問介護事業所数（人口10万人に対する）　　　　　受給者１人あたりの回数
　  　 　安来市 　島根県　 全　国　　　　　　　　　　　　　　　　安来市　 島根県　  全　国　　
R4年   　19.2　　　33.2　 　 29.2　　　　　　　　　　　　R4年　   17.2         23.8         26.2　
R5年   　16.7　　　33.5　 　 29.8　　　　　　　　　　　　R5年  　 17.0         24.6         27.2
R6年   　17.1　　　33.3　 　 30.1　　　　　　　　　　　　R6年   　17.3         25.5         28.4
訪問看護事業所数は全国、島根県とも増加傾向にあるが、安来市は減少傾向であり、訪問介護が受けにくい状態に
なっていると思われる。また、受給者１人当たりの利用回数も全国や島根県平均と比べて低くなっている。

訪問看護事業所数（人口10万人に対する）　　　　　受給者１人あたりの回数
　　　  　安来市　 島根県　  全　国　　　　　　　　　　　　　　　安来市　 島根県　  全　国
R4年　  13.7        17.2　　   12.6　　　　　　　　　　　　R4年      6.0           6.6          8.9
R5年 　 13.9　  　 17.4        13.7　　　　　　　　　　　　R5年      6.0           6.8          9.0
R6年　  14.2　　   18.1        14.7　　　　　　　　　　　　R6年      5.6           6.8          9.0
総じて、島根県平均より事業所数は少なく、全国平均とはあまり差はない、ただ、受給者１人あたりの回数は、全国平
均よりも少なく、県平均とほぼ同じである。

引き続き、市民に必要なサービスの確保及び適切なサービスの利用に努める。
施設サービスについては、利用状況を把握しながら適正な数を確保していく。今後の人口減少の推移や施設待
機者数を注視しながら、適切な数の確保に努めていく。
在宅サービスについては、対象の方に早期につながるように支援し、適切なサービスを利用することで重度化を
防ぐように努めていく。特に訪問介護に関しては、奥部の中山間地域などの方は、移動時間が長く利益が出にく
いため、撤退などにより、サービスの必要な方が利用できなくなることがないように、事業所数及び就業者数の
確保する対応が必要となる。

ninn 

活用データ名・
指標名

指標ID 単位 備考
都道府県平均・合計 全国平均・合計



2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025 2021 2022 2023 2024 2025

受給者1人あたり給付月額
（在宅および居住系サ－ビス）

D15-a 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

111,826.4 109,125.7 110,386.0 111,033.3 110,363.7 123,743.8 121,860.8 122,836.0 123,364.1 123,615.4 130,299.1 130,075.8 132,663.8 134,166.7 134,861.8 129,033.8 126,876.0 128,868.6 129,096.4 129,539.6 

受給者1人あたり給付月額
（在宅サ－ビス）

D15-b 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

94,919.9 91,839.5 93,631.5 90,925.3 88,269.1 110,447.5 108,252.0 109,068.6 108,608.4 108,576.4 119,152.4 118,723.4 121,228.4 122,463.2 123,232.7 115,297.8 112,804.8 114,713.0 114,446.5 114,658.3 

受給者1人あたり給付月額
（訪問介護）

D17-a 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

49,487.6 51,875.0 51,948.2 52,838.6 61,554.0 67,457.3 67,965.4 70,512.3 71,664.7 73,920.9 75,247.6 76,919.8 80,033.9 82,954.4 86,213.4 85,646.4 87,359.2 89,993.6 92,091.8 94,263.7 

受給者1人あたり給付月額
（訪問入浴介護）

D17-b 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

46,525.8 46,188.1 75,666.5 75,776.0 54,207.1 55,653.3 53,390.5 55,685.7 56,460.1 54,529.0 62,639.6 61,810.6 63,050.2 64,164.8 64,653.3 59,044.5 55,095.7 50,242.7 49,507.6 50,850.4 

受給者1人あたり給付月額
（訪問看護）

D17-c 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

35,129.4 34,491.6 34,107.6 32,849.0 32,455.9 36,110.2 35,375.6 35,809.1 35,639.8 35,238.0 41,445.5 41,294.5 41,639.5 41,722.5 41,469.8 36,662.6 35,495.0 36,752.7 36,160.3 34,879.4 

受給者1人あたり給付月額
（訪問リハビリテーション）

D17-d 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

31,321.3 30,321.0 29,226.4 28,940.2 29,900.6 29,812.4 29,532.3 29,975.7 29,414.2 29,003.4 34,159.8 33,673.6 34,290.2 34,488.5 34,638.2 30,007.9 29,598.9 29,311.3 28,550.2 27,658.6 

受給者1人あたり給付月額
（居宅療養管理指導）

D17-e 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

5,093.7 5,322.9 5,528.0 5,706.6 5,830.4 6,441.0 6,360.6 6,503.7 6,680.1 6,799.6 12,220.3 12,382.2 12,796.6 13,139.8 13,450.1 5,476.8 5,309.5 5,519.5 5,709.9 5,950.7 

受給者1人あたり給付月額
（通所介護）

D17-f 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

86,360.7 81,613.5 83,973.6 81,739.2 77,512.3 81,926.3 79,812.4 82,193.9 82,135.8 82,026.1 84,960.6 83,257.6 84,469.1 84,441.0 84,377.8 89,182.3 85,455.4 87,740.7 87,058.3 88,572.3 

受給者1人あたり給付月額
（通所リハビリテーション）

D17-g 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

60,523.2 56,711.7 56,428.2 55,950.4 56,232.1 54,564.6 52,706.6 54,079.3 54,436.8 55,128.9 59,649.9 58,136.4 58,920.1 58,754.8 58,606.4 54,387.2 53,481.3 53,666.6 54,374.8 55,364.5 

受給者1人あたり給付月額
（短期入所生活介護）

D17-h 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

61,404.3 58,803.5 58,730.5 56,895.5 61,468.1 81,683.3 80,839.3 80,048.3 82,707.4 83,393.2 109,767.9 108,557.0 106,703.6 107,731.7 108,313.6 79,570.8 78,042.0 78,624.8 85,397.0 85,263.4 

受給者1人あたり給付月額
（短期入所療養介護）

D17-i 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

73,479.8 70,809.7 64,745.5 60,038.0 65,155.8 90,420.5 93,441.5 89,933.6 90,267.8 90,833.0 92,180.8 91,341.9 90,322.1 91,585.2 91,329.3 93,577.0 94,857.3 86,212.1 86,981.8 83,090.1 

受給者1人あたり給付月額
（福祉用具貸与）

D17-j 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

11,172.6 11,536.1 11,842.0 11,503.1 11,599.5 12,466.4 12,690.1 12,815.9 12,796.1 12,831.5 11,778.4 11,965.6 12,125.8 12,212.0 12,342.9 11,782.2 11,887.4 12,123.3 12,068.1 12,139.1 

受給者1人あたり給付月額
（特定施設入居者生活介護）

D17-k 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

186,149.4 177,301.3 183,658.6 185,768.1 183,724.3 176,009.7 176,764.1 179,953.2 183,896.2 183,818.7 181,729.5 184,040.7 187,184.9 190,209.2 190,649.4 182,354.5 184,491.0 190,036.4 189,674.1 193,227.2 

受給者1人あたり給付月額
（介護予防支援・居宅介護支
援）

D17-l 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

11,644.8 11,728.8 11,720.7 11,531.4 11,191.1 12,110.9 12,137.2 11,923.0 11,900.4 11,958.8 13,051.0 13,138.4 13,147.8 13,292.4 13,273.5 11,775.0 11,795.3 11,607.7 11,592.8 11,768.1 

受給者1人あたり給付月額
（定期巡回・随時対応型訪問
介護看護）

D17-m 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

76,623.0 - - - 114,156.0 130,460.3 137,697.7 142,523.5 127,357.5 133,275.4 161,596.6 166,008.1 168,947.4 168,005.1 167,530.7 219,891.9 162,431.6 150,040.3 227,839.9 302,936.7 

受給者1人あたり給付月額
（夜間対応型訪問介護）

D17-n 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

426,096.0 231,046.4 206,217.0 219,405.8 283,771.0 173,077.9 173,871.9 179,543.9 182,500.3 201,831.3 37,505.3 38,814.9 39,392.9 41,013.8 43,640.4 172,450.7 171,063.2 178,140.6 182,286.0 200,875.2 

受給者1人あたり給付月額
（認知症対応型通所介護）

D17-o 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

140,367.4 - - - - 113,592.7 111,047.4 114,455.8 115,796.8 115,800.6 117,875.6 116,352.3 117,998.3 119,285.6 119,544.7 107,736.1 102,458.0 102,813.5 100,923.2 91,702.4 

受給者1人あたり給付月額
（小規模多機能型居宅介護）

D17-p 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

176,600.2 178,375.7 175,022.1 173,234.8 181,610.9 177,607.1 179,966.5 180,156.5 186,500.0 186,424.1 188,919.9 191,608.7 193,709.3 197,918.9 199,144.9 168,379.7 169,900.9 170,417.4 175,382.8 184,310.5 

受給者1人あたり給付月額
（認知症対応型共同生活介
護）

D17-q 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

252,225.9 254,867.5 232,010.8 260,619.5 259,153.0 252,094.2 252,435.0 253,485.2 260,303.0 263,819.4 258,747.8 260,638.3 264,723.4 269,967.9 271,163.9 253,593.4 253,352.9 258,651.6 262,917.6 263,658.7 

受給者1人あたり給付月額
（地域密着型特定施設入居者
生活介護）

D17-r 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

168,602.1 179,672.9 179,209.3 179,249.0 171,659.5 186,895.5 193,701.9 195,190.5 196,485.3 194,093.6 198,284.2 198,572.6 200,515.2 204,759.2 205,357.9 - - - - -

受給者1人あたり給付月額
（看護小規模多機能型居宅介
護）

D17-s 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

- - - - - 263,641.0 274,826.1 265,096.2 264,308.7 265,807.2 257,480.4 260,420.0 264,153.3 270,931.0 272,427.6 246,237.9 - 291,591.0 232,421.0 253,080.2 

受給者1人あたり給付月額
（地域密着型通所介護）

D17-t 円
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

78,035.7 71,315.2 74,660.2 74,197.2 67,673.0 73,425.7 72,074.9 72,950.4 72,826.8 72,923.7 76,704.2 74,762.1 74,617.0 74,158.0 73,703.1 74,681.0 74,712.5 76,476.7 75,432.8 75,296.1 

受給者1人あたり利用日数・
回数（訪問介護）

D31-a 回
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

16.6 17.2 17.0 17.3 20.3 23.9 23.8 24.6 25.5 26.6 25.6 26.2 27.2 28.4 29.6 31.4 31.6 32.4 33.7 35.2 

受給者1人あたり利用日数・
回数（訪問入浴介護）

D31-b 回
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

4.1 4.1 6.9 6.9 4.6 4.6 4.4 4.6 4.6 4.4 5.0 4.9 4.9 4.9 5.0 5.0 4.6 4.2 4.0 4.1 

受給者1人あたり利用日数・
回数（訪問看護）

D31-c 回
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

6.4 6.0 6.0 5.6 5.5 6.9 6.6 6.8 6.8 6.8 8.9 8.9 9.0 9.0 9.0 8.4 8.0 8.2 8.0 7.8 

受給者1人あたり利用日数・
回数（訪問リハビリテーション）

D31-d 回
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

10.4 10.1 9.8 9.8 10.1 10.1 10.0 10.2 10.0 9.9 11.7 11.5 11.7 11.7 11.7 10.2 10.1 10.0 9.9 9.6 

受給者1人あたり利用日数・
回数（通所介護）

D31-e 日
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

11.2 10.7 11.0 10.7 10.3 10.5 10.1 10.4 10.3 10.2 11.0 10.7 10.8 10.7 10.7 11.4 10.9 11.0 10.9 10.9 

受給者1人あたり利用日数・
回数（通所リハビリテーション）

D31-f 日
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

6.2 5.7 5.6 5.3 5.1 5.2 5.0 5.1 5.0 5.0 5.9 5.7 5.7 5.6 5.5 5.0 4.8 4.7 4.6 4.7 

受給者1人あたり利用日数・
回数（短期入所生活介護）

D31-g 日
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

7.7 7.5 7.5 7.2 7.8 10.1 9.9 9.7 9.9 10.0 12.9 12.7 12.4 12.3 12.3 9.8 9.5 9.6 10.3 10.3 

受給者1人あたり利用日数・
回数（短期入所療養介護）

D31-h 日
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

6.6 6.6 5.9 5.3 5.6 8.5 8.8 8.3 8.2 8.0 8.2 8.1 7.9 7.8 7.7 8.2 8.5 7.7 7.4 7.1 

受給者1人あたり利用日数・
回数（認知症対応型通所介
護）

D31-i 日
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

10.6 - - - - 10.6 10.2 10.4 10.5 10.4 10.9 10.6 10.7 10.6 10.5 10.8 10.2 10.0 9.8 9.1 

受給者1人あたり利用日数・
回数（地域密着型通所介護）

D31-j 回
見える化・時系列
（各年度年報,R6はR7/2サービス提供月まで,R7
はR8/2サービス提供月まで）

9.8 9.1 9.2 9.2 8.7 9.1 8.9 9.0 8.9 8.9 9.7 9.4 9.4 9.2 9.1 9.6 9.5 9.5 9.2 9.2 

全国平均等との比較 全国平均等との乖離について理由・問題点等の考察　（仮説の設定） 設定した仮説の確認・検証方法 問題を解決するための対応策　（理想像でも可）
在宅系サービスについては、全国平均及び県
平均を軒並み下回っている。
特に、訪問介護サービスについては、１人あた
りの金額・回数が大きく下回っている。

通所系については、全国平均とほぼ同様の値
となっている。

通所リハについては、人口１人あたりの事業所
数は多く、受給率も全国平均より上回っている
が、金額・回数とも全国とほぼ同水準である。

短期入所系について1人当たりの金額・回数と
もに値が全国平均より低い値となっている。特
に短期入所生活介護は１人あたりの回数が低
くなっている。

訪問介護については、全国と比較して人口10万人あたり事業
所が少ない。また、奥部への訪問には移動に時間がかかる
ため、多くの利用者を訪問することができないと考えられる。

居宅療養管理指導については、全国平均と比べて大幅に低
く、サービス提供事業所の数が少ないことが要因の１つだと
考えられる。

短期入所生活介護（ショートステイ）は、受給率に関しては、
全国とほぼ変わらないが、１人あたりの利用日数が少なく、
短期の利用の方が多いと考えられる。

介護訪問介護受給者１人あたりの回数
　　　　安来市　島根県　全　国
R5年    17.0      24.6      27.2
R6年    17.3      25.5      28.5
R7年    20.3      26.6      29.6
１人あたりの訪問回数は、全国と比較して約１０回少ない。ただ、R7年については安来市の１人あたりの回数が上昇傾
向である。

居宅療養管理指導サービス提供事業所数（人口10万人あたり）
　　　　安来市　島根県　全　国
R4年　　41.2      47.4       44.8　　　　　
R5年　　41.8      47.0       46.7
R6年　　39.9      48.1       48.3　　　
居宅療養管理指導の件数は、全国と大きく変わらなかった。であれば、居宅療養管理指導を受けている利用者が少な
いということが考えられる。
居宅療養管理指導受給率（％）
　　　　安来市　島根県　全　国
R5年　　0.8        1.7        2.9　　　　　
R6年　　0.8        1.8        3.1
R7年　　0.9        1.9        3.4　　　
よって、受給率が安来市は1％未満と、指導を受ける人の割合が低いため、１人あたりの給付額が低くなっている。

ショートステイ　受給者1人あたり利用日数・回数
　　　短期入所生活介護　　　　　　　　　　　　　　短期入所療養介護
　　　　安来市　島根県　全　国　　　　　　　　　　　安来市　島根県　全　国
R5年　　7.5        9.7       12.4　　　　　　　　R5年　　5.9        8.3        7.9　
R6年　　7.2        9.9       12.3　　　　　　　　R6年　　5.3        8.2        7.8　
R7年　　7.8      10.0       12.3　　　　　　　　R7年　　5.6        8.0        7.7
よって、受給率全国・県ともほぼ変わらないが１人当たりの利用日数が少なく、給付月額が低くなっている。

多くの方が住み慣れた地域での暮らしを希望していることを踏まえ、健康づくりや、介護予防・フレイル予防、重
度化予防の取組に加え、生活支援、介護、医療等を連携した、地域の実態に基づいた地域包括ケアシステムの
構築に努めていく。
また、介護従事者の不足が顕著になってきており、サービスの担い手である介護福祉士、ホームヘルパー、保
健師、看護師、理学療法士、作業療法士など専門職の質的向上を図るとともに、県と連携して研修等の実施に
より人材の確保に努める。

自由記述


